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を用いて、両側臼歯部吹合支持状態(以下、 NMT とする)、両側唆合支持域喪失状態(以下、 RLMT とする)、左
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側岐合支持域喪失状態(以下、 LMT とする)、および右側校合支持域喪失状態(以下、 RMT とする)の 4 つの校合
接触条件を設定した。被験者を開眼のまま背もたれのある椅子に自然頭位で座らせたうえで、各校合接触条件にて、
下顎を装置に軽く接触するよう 5 秒間閉口させた後、 5 秒間最大吹みしめを行わせ、この間の頭位の変化をサンプリ
ング周波数 10 Hz にて経時的に測定した。
まず、各岐合接触条件での最大岐みしめにより生じた頭位の変化の特徴を調べるため、各吹合接触条件での頭位が
変化した被験者数を変化方向別に調べた。統計分析には、有意水準 5% として Mann-Whitney U 検定を用いた。次
に、 NMT と他の吹合接触条件の間での頭位の変化の差を調べるため、頭部測定点の移動量、および移動方向の角度
を各校合接触間で比較した。統計分析にはKruskal-Wallis 分散分析と Dunnet 多重比較を用い、有意水準 5%にて
有意差検定を行った。
[結果]
1. 被験者全員において、全ての校合接触条件で、最大岐みしめにより頭位に変化が認められた (pく 0.05) 。
2. 最大岐みしめにより、頭位は、 LMT においては前下右方へ、 RMT においては前下左方へ変化する者が多かっ
た。 NMT および RLMT においては、前下方へ変化する者が多かったが、左右的には一定の傾向がみられなか
った。
3. 最大吹みしめによる頭部測定点の移動量は、 NMT と他の校合接触条件との間に有意差はみられなかった。水
平面および前頭面上での頭部測定点は、 NMT と比較して、 LMT では右方向に有意に大きく移動し(水平面;
P=0.002、前頭面 ; P=O.Oll) 、 RMT では左方向に有意に大きく移動したが(水平面 ; P=0.028、前頭面;









ものである。本測定装置の上に、実験 I と同じ被験者を開眼のまま自然直立姿勢で立たせ、実験 I と同様の唆合接触
条件にて下顎を装置に軽く接触するよう 5 秒間関口させた後、 5 秒間最大岐みしめを行わせ、この間の身体重量配分









2. 最大吹みしめにより、身体重量配分は、 LMT においては前右方へ、 RMT においては前左方へ偏った者が多か
った。 NMT および RLMT においては、前後的に前方へ偏った者が多かったが、左右的には一定の傾向がみら
れなかった。
3. 最大吹みしめによる側方的な身体重量配分の変化量は、 NMT と比較して、 LMT では右方向に有意に大きく
(P =0.002) 、 RMT では左方向に有意に大きかったが (P =0.010) 、 RLMT との聞においては有意差が認
められなかった。前後的な身体重量配分の変化量は、 NMT と他の校合接触条件との聞において有意差が認め
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られなかった。
以上より、最大攻みしめ時の身体重量配分は、吹合支持域の喪失状態にかかわらず前方に偏ることが明らかになっ
た。これに加え、片側岐合支持域喪失状態においては、側方的に吹合支持域の非喪失方向にも偏ることが明らかとな
った。
[考察ならびに結論]
本研究より、岐合接触条件にかかわらず、最大岐しめ時の頭位は前下方に、身体重量配分は前方に変化することが
明らかとなった。加えて、頭位および身体重量配分は、片側岐合支持域喪失状態において、側方的に校合支持域の非
喪失方向に変化することが明らかとなった。
以上の結果は、最大攻みしめ時に顎口腔系と身体他部位には機能的関連が存在することを示している。このような
最大吹みしめ時の姿勢の変化は、最大岐合力を発揮するのに最適な位置に、身体を移動、保持するために協調的に生
じるのではないかと考察される。すなわち、岐みしめ時には、顎口腔系以外の部位も、校合力を発揮させるのに有利
と思われる姿勢をとるというかたちで、校みしめという顎機能に参画しているものと考えられる。
論文審査の結果の要旨
本研究では、最大岐みしめ時の顎口腔系と身体他部の機能的関連を明らかにすることを目的とし、吹合接触条件を
変化させたときの、最大岐みしめにより生じる姿勢の変化を頭位および身体重量配分により調べた。この結果、岐合
接触条件にかかわらず最大吹みしめにより頭位は前下方向へ変化し、身体重量配分は前方へ偏ることが明らかになっ
た。これに加えて、片側吹合支持域喪失状態においては、側方的に岐合支持域非喪失方向へ頭位が変化し、身体重量
配分も同側へ偏ることが明らかになった。
以上のことから、本研究は、顎口腔系と身体の他の部位との運動機能の関連の存在を示すものであり、博士(歯学)
を授与するのに値するものと認める。
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